
第１５９期　中 間 決 算 公 告

2019年12月27日

中間貸借対照表(２０１９年９月３０日現在)
　　　（単位：百万円）

科       　　 目

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金 2,271,780 13,834,451

コ ー ル ロ ー ン 159,536 270,100

買 入 金 銭 債 権 33,382 405,772

特 定 取 引 資 産 4,772 24,834

有 価 証 券 2,135,734 222,596

貸 出 金 11,400,317 109

外 国 為 替 16,473 419,169

そ の 他 資 産 207,767 371

有 形 固 定 資 産 139,898 176,972

無 形 固 定 資 産 10,199 未 払 法 人 税 等 12,286

前 払 年 金 費 用 39,265 資 産 除 去 債 務 240

支 払 承 諾 見 返 33,257 そ の 他 の 負 債 164,445

貸 倒 引 当 金 △ 42,632 3,100

117

1,694

751

12,518

16,424

33,257

15,422,242

215,628

177,244

177,244

495,239

38,384

456,855

固定資産圧縮積立金 2,522

別 途 積 立 金 118,234

繰 越 利 益 剰 余 金 336,098

888,112

68,202

△ 5,489

36,686

99,399

987,512

資 産 の 部 合 計 16,409,754 16,409,754負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

偶 発 損 失 引 当 金

そ の 他 負 債

睡眠預金払戻損失引当金

繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

資 本 金

負 債 の 部 合 計

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

純 資 産 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

賞 与 引 当 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 式 報 酬 引 当 金

金　　　　　額 金　　　　　額科       　　 目

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

特 定 取 引 負 債

売 現 先 勘 定

横浜市西区みなとみらい3丁目1番1号

株 式 会 社 横 浜 銀 行
代表取締役頭取 大矢 恭好



株式会社　横浜銀行

（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 　

117,599

77,280

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 60,260 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （ 12,036 ）

25,221

75

4,499

10,521

73,885

8,855

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 3,968 ）

6,565

1,187

51,628

5,648

43,714

102

102

995

848

147

42,821

12,773

△ 907

11,866

30,954

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

固 定 資 産 処 分 益

中 間 純 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

法 人 税 等 合 計

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

特 別 利 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用

金　　　　　額

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

中間損益計算書（
２０１９年　４月  １日から
２０１９年　９月３０日まで

）



株式会社 横浜銀行 

 

個 別 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用

して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、

中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間

損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、

スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額に

より行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権

等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末に

おけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子

法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握すること

が極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法により償却しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ２年～60 年 

その他  ２年～20 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（主として５年～７年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却することとしております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零とすることとし

ております。 

 



株式会社 横浜銀行 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権

及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお

書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可

能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総

合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とす

る方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、上記以外の債務者であっても、従

来よりキャッシュ・フロー見積法により計上しており、経営改善計画等の期間内にある債務者に係る債権

については、引き続きキャッシュ・フロー見積法により計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上

しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保

証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、

その金額は２０，１４８百万円であります。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中

間期に帰属する額を計上しております。 

(3) 株式報酬引当金 

株式報酬引当金は、取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に対する報

酬の支給見込額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上することとしております。なお、当

中間期末においては、信託財産及び年金資産の合計額が退職給付債務を一時的に超過したため当該差額を

前払年金費用に計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末ま

での期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用

処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による 

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理 

(5) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

(6) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のあ

る損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す関連法人等株式を除き、

主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 



株式会社 横浜銀行 

 

７．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下

「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有

効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等と

ヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価することとし

ております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変

動要素の相関関係の検証により有効性の評価をすることとしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債

務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確

認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、上記(1)、(2)以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるい

は金利スワップの特例処理を行っております。 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

追加情報 

（投資信託の解約に伴う損益） 

 投資信託の解約に伴う損益については、従来、個別銘柄毎に、投資信託解約益は「資金運用収益」の「有価証

券利息配当金」として、投資信託解約損は「その他業務費用」として表示しておりましたが、銀行法における開

示の見直しを受け、当中間期より、全銘柄を通算して、解約益の場合は「資金運用収益」の「有価証券利息配当

金」として、解約損の場合は「その他業務費用」として表示することといたしました。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額 ２３，７３９百万円 

 

２．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に５７，５５８百万円含ま 

れております。 

  現先取引及び現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方

法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、当中間期末に当該処分をせずに所有している有価証券は 

２１８百万円であります。 

 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は３，０７１百万円、延滞債権額は１３８，４４８百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第

96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３，８８４百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

 

 

 



株式会社 横浜銀行 

 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は９，６４１百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１５５，０４６百

万円であります。 

なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は２１，６３８百万円であります。 

 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金 １２，５６８百万円 

有価証券 ７３０，９３７百万円 

貸出金 ５８３，８５２百万円 

その他資産 ８０７百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 ４２，１５０百万円 

売現先勘定 ２４，８３４百万円 

債券貸借取引受入担保金 ２２２，５９６百万円 

借用金 ３３７，４８８百万円 

 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券３０，５４１百

万円及びその他資産５０，０１１百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、先物取引差入証拠金１，６５３百万円、金融商品等差入担保金４２，０５４百万

円及び保証金５，１４６百万円が含まれております。 

 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２，３２０，８２６百万円であります。このうち契約残

存期間が１年以内のものが１，４８１，８８６百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 

10．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

 1998年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める「地価公

示法第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格」に基づいて、近隣売買事例によ

る補正等合理的な調整を行って算出。 
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11．有形固定資産の減価償却累計額 １１４，９２８百万円 

 

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金７０，０００百万円

が含まれております。 

 

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行

の保証債務の額は６９，２５５百万円であります。 

 

14. 銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国際統一基準）は、 

 １４．２６％であります。 

 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益９，２９４百万円を含んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却３，３５１百万円を含んでおります。 

 

（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

１．満期保有目的の債券（2019年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

時価が中間貸

借対照表計上

額を超えるも

の 

国債 7,993 9,081 1,087 

地方債 53,080 53,498 418 

社債 146,066 148,956 2,890 

その他 － － － 

小計 207,140 211,536 4,395 

時価が中間貸

借対照表計上

額を超えない

もの 

国債 － － － 

地方債 21,965 21,948 △17 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 21,965 21,948 △17 

合計 229,106 233,485 4,378 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2019年９月30日現在） 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものは該当ありません。 

なお、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法

人等株式の中間貸借対照表計上額は次のとおりであります。 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 12,575 

関連法人等株式 8,892 

合計 21,468 

（注）子会社・子法人等及び関連法人等への出資金（２，２７０百万円）は含めておりません。 
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３．その他有価証券（2019年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

(百万円) 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株式 157,629 75,452 82,177 

債券 802,144 790,034 12,110 

国債 294,638 287,095 7,542 

地方債 183,502 183,088 414 

社債 324,003 319,850 4,153 

その他 606,459 585,543 20,916 

小計 1,566,234 1,451,030 115,203 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株式 8,128 9,730 △1,601 

債券 70,732 71,644 △911 

国債 42,992 43,816 △824 

地方債 21,431 21,441 △10 

社債 6,308 6,385 △76 

その他 237,166 253,388 △16,221 

小計 316,027 334,762 △18,735 

合計 1,882,261 1,785,793 96,468 

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

株式 6,375 

その他 9,658 

合計 16,034 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

  繰延税金資産 

貸倒引当金             １６，８１６百万円 

   退職給付引当金            ４，１９１百万円 

有価証券償却             ２，１２２百万円 

   その他                ８，０６９百万円 

  繰延税金資産小計           ３１，１９９百万円 

  評価性引当額             △２，６４６百万円 

  繰延税金資産合計           ２８，５５２百万円 

  繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金      ２８，２１４百万円 

   退職給付信託設定益益金不算入     ６，２４３百万円 

   その他                ６，６１３百万円 

  繰延税金負債合計           ４１，０７１百万円 

  繰延税金負債の純額          １２，５１８百万円 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額         ８１９円８０銭 

１株当たりの中間純利益金額         ２５円６９銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 



第１５９期　中 間 決 算 公 告

2019年12月27日

中間連結貸借対照表(２０１９年９月３０日現在)

（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　負　債　の　部　）

2,273,833  預 金 13,771,001  

159,536  譲 渡 性 預 金 250,100  

39,738  コールマネー及び売渡手形 405,772  

4,772  売 現 先 勘 定 24,834  

2,129,938  債券貸借取引受入担保金 222,596  

11,340,374  特 定 取 引 負 債 109  

16,473  借 用 金 447,072  

309,402  外 国 為 替 371  

139,245  そ の 他 負 債 238,971  

10,643  賞 与 引 当 金 3,465  

35,006  株 式 報 酬 引 当 金 117  

4,432  退 職 給 付 に 係 る 負 債 442  

52,831  睡眠預金払戻損失引当金 1,694  

△ 49,943  偶 発 損 失 引 当 金 751  

特 別 法 上 の 引 当 金 18  

繰 延 税 金 負 債 10,131  

再評価に係る繰延税金負債 16,424  

支 払 承 諾 52,831  

負 債 の 部 合 計 15,446,708  

（　純 資 産 の 部　）

資 本 金 215,628  

資 本 剰 余 金 177,244  

利 益 剰 余 金 524,379  

株 主 資 本 合 計 917,252  

その他有価証券評価差額金 68,961  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 5,489  

土 地 再 評 価 差 額 金 36,686  

退職給付に係る調整累計額 △ 2,955  

その他の包括利益累計額合計 97,201  

非 支 配 株 主 持 分 5,122  

純 資 産 の 部 合 計 1,019,577  

16,466,286  負債及び純資産の部合計 16,466,286  資 産 の 部 合 計

外 国 為 替

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

有 価 証 券

貸 出 金

科　　　　　目

（　資　産　の　部　）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

横浜市西区みなとみらい3丁目1番1号

株 式 会 社 横 浜 銀 行
代表取締役頭取 大矢 恭好



株式会社　横浜銀行

（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 　

138,871

75,805

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 60,219 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （ 10,560 ）

29,460

897

21,593

11,115

93,632

8,899

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 3,967 ）

5,087

16,577

55,762

7,305

45,239

102

102

995

848

147

44,346

13,554

△ 1,438

12,115

32,231

70

32,160

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

そ の 他 業 務 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

金　　　　　額

特 定 取 引 収 益

中間連結損益計算書（
２０１９年４月  １日から
２０１９年９月３０日まで

）



株式会社 横浜銀行 

連 結 注 記 表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等         ８社 

主要な会社名 

横浜信用保証株式会社 

浜銀ファイナンス株式会社 

浜銀ＴＴ証券株式会社 

（連結の範囲の変更） 

横浜事務サービス株式会社及び株式会社はまぎん事務センターは、清算結了に伴い、当中間連結会計期間より連結

の範囲から除外しております。 

(2) 非連結の子会社及び子法人等          ４社 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う

額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び

経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連法人等            ３社 

スカイオーシャン・アセットマネジメント株式会社 

PT Bank Resona Perdania 

PT Resona Indonesia Finance 

（持分法適用の範囲の変更） 

PT Bank Resona Perdania 及び PT Resona Indonesia Finance は、株式取得により、当中間連結会計期間から持

分法適用の範囲に含めております。 

(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等   ４社 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及び

その他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を

与えないため、持分法の対象から除いております。 

(4) 持分法非適用の関連法人等           ３社 

持分法非適用の関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益

累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持

分法の対象から除いております。 

 

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日                  ８社  



株式会社 横浜銀行 

会計方針に関する事項 

 

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得

る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特

定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引収益」

及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価により、スワップ・

先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等

については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度

末と当中間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券について

は原則として中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、主として定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物：２年～６０年 

その他：２年～２０年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年～７年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース

期間を耐用年数とした定額法により償却することとしております。なお、残存価額については、リース契約上に残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零とすることとしております。 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の

状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の

帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現

在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に

係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び

利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを当初

の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計

上しております。また、上記以外の債務者であっても、従来よりキャッシュ・フロー見積法により計上しており、経営改

善計画等の期間内にある債務者に係る債権については、引き続きキャッシュ・フロー見積法により計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 
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すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部

署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が

可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は ２９，１５４百

万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間

に帰属する額を計上しております。 

 

７．株式報酬引当金の計上基準 

株式報酬引当金は、当行の取締役等への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、取締役等に対する報酬の支給

見込額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

 

８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求

に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

 

９．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見積り

必要と認める額を計上しております。 

 

10．特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による損失に備えるため、連結される子会社が金融商

品取引法第 46 条の５第１項及び金融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条の規定に定めるところにより算出した額を

計上しております。 

 

11．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法については給付算

定式基準によっております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15 年）による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当中間連結

会計期間末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

12．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

13．リース取引の収益・費用の計上基準 

ファイナンス･リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース契約期間の経過に応じて売上高と売上原価

を計上する方法によっております。 
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14．重要なヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報

告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによることとしております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変

動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存

期間毎にグルーピングのうえ特定し評価することとしております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をすることとしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規定する繰

延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する

目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見

合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、上記(1)、(2)以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるいは金利スワッ

プの特例処理を行っております。 

 

15．消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

追加情報 

（投資信託の解約に伴う損益） 

投資信託の解約に伴う損益については、従来、個別銘柄毎に、投資信託解約益は「資金運用収益」の「有価証券利息配

当金」として、投資信託解約損は「その他業務費用」として表示しておりましたが、銀行法における開示の見直しを受け、

当中間連結会計期間より、全銘柄を通算して、解約益の場合は「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」として、解約

損の場合は「その他業務費用」として表示することといたしました。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く）  １１，０８１百万円 

 

２．無担保の消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に ５７，５５８百万円含まれておりま

す。 

現先取引及び現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に

処分できる権利を有する有価証券で、当中間連結会計期間末に当該処分をせずに所有している有価証券は ２１８百万円

であります。 

 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は ３，０７１百万円、延滞債権額は １３７，８１１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取

立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利

息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項第３号イからホまでに掲げ

る事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

４．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は ３，８８４百万円であります。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は ９，６４１百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は １５４，４０９百万円でありま

す。 

なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手

形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 

２１，６３８百万円であります。 

 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金          １２，５６８百万円 

有価証券          ７３０，９３７百万円 

貸出金           ５８３，８５２百万円 

その他資産             ８０７百万円 

 

担保資産に対応する債務 

預金             ４２，１５０百万円 

売現先勘定          ２４，８３４百万円 

債券貸借取引受入担保金   ２２２，５９６百万円 

借用金           ３３７，４８８百万円 

 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 ３０，５４１百万円及びそ

の他資産 ５０，０１１百万円を差し入れております。 
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また、その他資産には、先物取引差入証拠金 １，６５３百万円、金融商品等差入担保金 ４２，０５４百万円及び保証

金 ５，３８２百万円が含まれております。 

 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は、２，２７７，５６０百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが  

１，４５２，７８０百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全

及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる

旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998 年３月 31 日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に定める「地価公示法第６

条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格」に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整

を行って算出。 

 

11．有形固定資産の減価償却累計額 １６２，５７３百万円 

 

12．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 ７０，０００百万円が

含まれております。 

 

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は 

６９，２５５百万円であります。 

 

14．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国際統一基準）は、１４.４７％であります。 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．中間包括利益                    ２５,６５７百万円 

 

２．「その他経常収益」には、株式等売却益 ９，３５４百万円を含んでおります。 

 

３．「その他経常費用」には、貸出金償却 ４，４５９百万円を含んでおります。 
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（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

 2019 年９月 30 日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。また、「中間連結貸借

対照表計上額」の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 

（単位：百万円） 

 
中間連結貸借対照表 

計上額 
時価  差額 

(1) 現金預け金 2,273,833 2,273,833 － 

(2) コールローン及び買入手形 159,536 159,536 － 

(3) 有価証券    

満期保有目的の債券 229,306 233,688 4,382 

その他有価証券 1,872,660 1,872,660 － 

(4) 貸出金 11,340,374   

貸倒引当金（＊１） △49,601   

 11,290,772 11,381,723 90,951 

資産計 15,826,109 15,921,442 95,333 

(1) 預金 13,771,001 13,771,450 449 

(2) 譲渡性預金 250,100 250,100 0 

(3) コールマネー及び売渡手形 405,772 405,772 － 

(4) 債券貸借取引受入担保金 222,596 222,596 － 

(5) 借用金 447,072 447,774 702 

負債計 15,096,543 15,097,694 1,151 

デリバティブ取引（＊２）    

①ヘッジ会計が適用されていないもの 8,556 8,556 － 

②ヘッジ会計が適用されているもの (6,989) (6,989) － 

デリバティブ取引計 1,567 1,567 － 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について 

は、( )で表示しております。 

 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金、又は約定期間が短期間（１年以内）の預け金は、それぞれ時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 

コールローン及び買入手形は、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

(3) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は日本証券業協会公表の売買参考統計値又は取引金融機関から提示された価格等によってお

ります。投資信託は、公表されている基準価格等によっております。 

私募債のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、発行会社の信用状態が引受後大きく異なっ

ていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、

将来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミアム等を加算した割引

率で割り引いて時価を算定しております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しております。 
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(4) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なって

いない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、将

来のキャッシュ・フローを、無リスクの利子率に内部格付に基づき見積った信用リスク・プレミアム等を加算した割引率

で割り引いて時価を算定しております。なお、信用リスクの内部管理の区分に基づき、一部の貸出金については、将来の

キャッシュ・フローを商品別、残存期間別にグルーピングしております。また、約定期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び

保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表

上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済

見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

(1) 預金、及び（2）譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定

期預金及び譲渡性預金の時価は、商品別、残存期間別にグルーピングした将来のキャッシュ・フローを、新規に預金を受

け入れる際に使用する利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) コールマネー及び売渡手形、及び（4）債券貸借取引受入担保金 

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

(5) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結される子会社及び子法人等

の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を

時価としております。固定金利によるものは、将来のキャッシュ・フローを同様の借入において想定される利率で割り引

いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ、キャップ取引等）、通貨関連取引（通貨オプション、通貨スワップ

等）、債券関連取引（債券先物）、株式関連取引（株式先渡）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算

モデル等により算定した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商

品の時価情報の「資産(3)その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分  中間連結貸借対照表計上額 

①  非上場株式 （＊１）（＊２）（＊３） 7,097 

②  組合出資金 （＊３）（＊４）（＊５） 9,792 

 合 計 16,889 

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。 

（＊２）関連法人等の株式 ８，７７１百万円は含めておりません。 

（＊３）当中間連結会計期間において、非上場株式について ９４百万円、組合出資金について ４百万円減損処理を行

っております。 

（＊４）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され

ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊５）非連結の子会社及び子法人等、持分法非適用の関連法人等への出資金 ２，３１０百万円は含めておりません。 
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（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

１．満期保有目的の債券（2019 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

国債 7,993 9,081 1,087 

地方債 53,280 53,702 421 

社債 146,066 148,956 2,890 

その他 － － － 

小計 207,340 211,739 4,399 

時価が中間連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

国債 － － － 

地方債 21,965 21,948 △17 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 21,965 21,948 △17 

合計 229,306 233,688 4,382 

 

２．その他有価証券（2019 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
取得原価（百万円） 差額（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるもの 

株式 163,119 79,687 83,431 

債券 802,144 790,034 12,110 

国債 294,638 287,095 7,542 

地方債 183,502 183,088 414 

社債 324,003 319,850 4,153 

その他 606,459 585,543 20,916 

小計 1,571,723 1,455,265 116,457 

中間連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えないもの 

株式 8,445 10,218 △1,772 

債券 70,732 71,644 △911 

国債 42,992 43,816 △824 

地方債 21,431 21,441 △10 

社債 6,308 6,385 △76 

その他 237,166 253,388 △16,221 

小計 316,344 335,250 △18,906 

合計 1,888,068 1,790,516 97,551 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額     ８４２円１６銭 

 １株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額   ２６円６９銭 

 潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する中間純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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